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公立大学法人都留文科大学の平成２１年度に係る業務の実績に関する評価結果 

 

 

Ⅰ  評価実施の根拠法 

       地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 28 条 

Ⅱ  評価の対象 

       平成２１年度における法人の中期計画（平成 21 年 6 月１日）市長認可 

（計画期間：平成 21 年度～平成 26 年度）の進捗状況 

Ⅲ  評価の目的 

 法人の大学運営上の問題点、改善すべき業務を明らかにする事により、 

大学の継続的な質的向上を促進すること及び評価を通じ社会への説明責任 

を果たすことを目的として行う。 

Ⅳ  評価者（評価委員会委員名簿） 

氏  名 役  職  等 

大 谷 哲 夫 委員長 前駒澤大学総長 

早 川 源  (財)山梨総合研究所 副理事長 

古 屋 俊 仁  古屋法律会計事務所 所長 ／ 弁護士、 公認会計士 

堀 内 光 一 郎  富士急行㈱ 代表取締役社長 

堀 江 照 夫  堀江フォーラム代表 

 

Ⅴ  評価を実施した時期 

      平成 22 年 7 月初旪～平成 22 年 8 月中旪 
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Ⅵ  評価方法の概要 

 1 評価の実施に関する定め 

   公立大学法人都留文科大学の業務の実績に関する評価の実施要領（平成 22 年 1 月公立大学法

人都留文科大学評価委員会決定） 

 2 評価の手法 

   法人の自己評価の結果を活用する間接評価方式 

 3 法人の自己評価の方法（評価項目・評価基準及びその判断の目安の概要） 

 

 

 

 

備考 

１ 最小単位別評価における判断の目安 

(1)年度計画が掲げる数値目標が「○○率 100％」であるなど、当該目標の性質上、達成度が目標を超える

余地がない場合には、「達成度が 100％であったときを５」、「達成度が 95％以上 100％未満であったと

きを４」、「達成度が 90％以上 95％未満であったときを３」、「達成度が 70％以上 90％未満であったとき

を２」、「達成度が 70％未満であったときを１」とする。 

(2)年度計画が「○○について検討（取り組む）する」ことを内容とするものである場合には、「当該検討

の結果、他大学の模範となるような優れた効果、効用が発生したときを５」、「当該検討の結果、何らか

の効果、効用が発生したときを４」、「当該検討の結果、期待する結果を得たときを３」、「期待する結果

を得るに至らず引き続き検討段階であるときを２」、「取組みなしを１」とする。 

評点 評　語 判断の目安 符号 評　語 判断の目安 符号 評　語 判断の目安

5
年度計画を十二
分に達成

達成度
120%以上 ｓ

中期計画の進捗状
況は優れて順調

①の評点の単純
平均値4.3以上 Ｓ

中期計画の進捗状
況は優れて順調

①の評点の単純
平均値4.3以上

4
年度計画を十分
達成

100％以上
120％未満 ａ

中期計画の進捗状
況は順調

3.5以上
4.2以下 Ａ

中期計画の進捗状
況は順調

3.5以上
4.2以下

3
　　　【標準】
年度計画を概ね
達成

90％以上
100％未満 ｂ

　　　　【標準】
中期計画の進捗状
況は概ね順調

2.7以上
3.4以下 Ｂ

　　　　【標準】
中期計画の進捗状
況は概ね順調

2.7以上
3.4以下

2
年度計画はやや
未達成

70％以上
90％未満 ｃ

中期計画の進捗状
況はやや遅れている

1.9以上
2.6以下 Ｃ

中期計画の進捗状
況はやや遅れている

1.9以上
2.6以下

1
年度計画は未達
成

70％未満 ｄ
中期計画の進捗状
況は遅れている

1.8以下 Ｄ
中期計画の進捗状
況は遅れている

1.8以下

 ① 年度計画の最小項目（最大265項目）
　 ごとの達成状況を５段階評価

【最小単位別評価】

 ② 中期計画の５つの大項目ごとの
　　達成状況を５段階評価

 ③ 中期計画全体の進捗状況を５段階
　　 評価

【大項目別評価】 【全体評価（総合的な評価）】

積
上

積
上
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 4 評価実施の経過 

   6 月 30 日   法人から業務実績報告書の提出 

   8 月 5 日   都留市公立大学法人評価委員会開催 

   8 月 9 日   評価書原案の法人提示 

   8 月 11 日   評価書原案に対する法人意見の提出 

   8 月 16 日   評価書の確定 

 

Ⅶ  評価の結果 

1 総合的な評定 

   中期計画の進捗は概ね順調（「標準」のＢ評価） 

  【理 由】 

   法人の自己評価による総合的な評定は、「中期計画の進捗状況は概ね順調」となっている。

評価委員会において法人から提出された書類、法人関係者からのヒアリング等に基づきその妥

当性を検証したところ、自己評価は定められた方法に従って行われており、全ての評価項目に

おいて自己評価と異なる評定をすべき事項もなかったことから、評価委員会の総合評定は、法

人の自己評価どおりとすることが妥当であると判断した。 

2 評価概要 

（1） 全体的な状況 

中期目標の中では、点検と評価を踏まえた不断の自己改革が可能となる運営体制や組織

を構築し、さらなる魅力ある大学づくりに邁進することを期し、数値目標並びに基本目標

を定めている。基本目標には、「教育界を中心に、地域社会はもとより、国家、国際社会

に至るまでの様々な分野で活躍できる人材の育成」、「“教育首都つる”を核としての地

域貢献」、「柔軟で機動力のある大学経営の推進」の３つをあげており、数値目標では、

就職率のほか５項目について、目標数値が提示されている。 

平成２１年４月、これまで都留市の組織として運営されてきた都留市立大学から、公立

大学法人へと移行し、新たな枠組みの中で自主・自立の運営が行われることとなったが、

理事長、学長のリーダーシップの下、迅速な意思決定と、教職員一体となった取り組みに

より柔軟で機動力のある経営の実現に向け前進することができたと判断する。この結果と
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して、主要な数値目標として掲げた６項目のうち５項目について、年度の目標値を達成す

るなど着実な成果を上げるとともに、中期目標を達成するために定めた中期計画をもとに、

年度計画を順調に実施しているものと認められる。 

特に、様々な分野で活躍できる人材の育成に向けた取り組みでは、オープンキャンパス

参加者数の増加や、積極的な高校訪問、出前講座の開催など、優秀な学生の募集に向け、

明らかな実績がみとめられたことは大変評価できる。また、学生への支援に対する取り組

みについては、生活相談、学習相談の充実、学生心理相談員の増員など学生生活の基盤を

支える体制の整備が図られている。さらに、学生の主体的な取り組みを支援する「学生チ

ャレンジプロジェクト」などは、学生の自主研究や社会貢献意欲を向上させ、社会性を育

む取り組みとして、評価できる。 

また、地域貢献においては、「フィールド・ミュージアム構想」を基本にした環境教育へ

の取り組み、ＳＡＴ（学生アシスタント・ティーチャー）の市内小中学校への派遣、地域

教育相談の充実、地域住民を巻き込んだフィールド・ミュージアム・カフェの開催、「地域・

人・暮らし・自然・文化」をテーマとした雑誌、「フィールド・ノート」の発行など、大学

の持つ知的資源や人材を活用した地域貢献事業が多々見受けられる、今後これらの取り組

みについて、更なる充実を期待するものである。 

平成 22 年度に向けた取り組みとしては、アドミッション・ポリシーの設定はもとより、

学科運営の根幹となるカリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーは出来るだけ早い

時期に明確化することが望ましい。また、学生授業評価アンケートの活用など、21 年度中

の計画が達成にいたらなかった項目、また、全学的取り組みとして計画したにもかかわら

ず、達成できなかった内容について、PDCA の実施により、確実に達成にいたるよう早急

に取り組みを行うことをお願いする。 

今後も公立大学法人都留文科大学が、地域や市民の期待や負託にこたえられる大学とな

るためには、法人の設立団体である都留市からの継続的かつ安定的な支援はもとより、法

人自らによる着実で継続した計画への取り組みが必要であり、中期目標達成に向けた更な

る改革と創意工夫が求められる。 
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（2） 大項目ごとの状況 

① 教育の質の向上に関する事項 

ア 教育の成果に関する目標
イ 教育内容等に関する目標
ウ 教育の実施体制等に関する目標
エ 学生への支援に関する目標

評点 評点別項目数 項目構成比

5点 2 1.5%

4点 32 24.4%

3点 84 64.1%

2点 13 9.9%

1点 0 0.0%

合計 131 100%

ｂ 3.2

小項目評価
大項目評価 評点平均値

 

  ア 教育の成果に関する目標を達成するための措置 

● 教員養成プログラムについては、教員養成カリキュラム委員会の発足や教科教育拡

充プロジェクトの設置を行い、積極的な体制作りに努めている。また、重点領域研究

として、ポートフォリオ研究、教員ハンドブックの作成など実践的指導力につながる

具体的な成果を挙げている。【NO,2】４ 

● 中期目標の数値目標に掲げる教員就職者数（臨時的任用を含む）は、200 名以上とな

っている。平成 21 年度の教員就職者数は 169 名で、中期目標に対し達成率 84.5％とな

っている。因みに平成 21 年度計画数値は 156 名以上で、年度計画を十分達成している。

【NO,3】 ４ 

● 初年次教育の充実については、TOEIC-bridge を利用した英語習熟度別クラス編成が

なされ、各レベルにあった教科書を選定し、学生の能力にあったきめ細かい授業によ

り、確実な基礎学力の向上が期待される。【No,8】４ 

● 「基礎セミナー」等の実施が、英文科及び社会学科において取り組まれた。また、

附属図書館における学術情報リテラシー教育の実施については、情報化社会に対応す

る能力、及び学生の自主学習能力と学習意欲の向上を目指す取り組として評価できる。

今後は全学的に取り組むことができるよう、カリキュラムの充実と更なる教育内容の

充実を期待する。【NO,8】３ 
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● TOEIC 公開テストを学内で 3 回実施し年度計画は達成している。参加者は前年度を

95 名上回る 494 名となっており、今後はその成績の向上に向けた積極的な取り組みを

期待する。【NO,13】４ 

● 専攻科では、現職教員及び教員ＯＢにより、「教育現場の課題」をテーマとした授業

が展開されている。修士課程においては、学校現場の「子ども理解カンファレンス」

への参加、児童相談所からの講師派遣などが実施され、実践的指導力を有する教員養

成への取り組みが行われている。【NO,17】【NO,21】３ 

● 専攻科では教員志望の者がほとんどである中、9名の在籍者のうち 8名が教員、１名

が公務員と就職率 100％であり、年度計画を十分達成した。【NO,18】４ 

 

 

 

 

 

 

 

イ 教育内容等に関する目標を達成するための措置 

● 入学志願者数は年度計画数値4,442名（中期計画目標数値4,500名）を大きく上回る、

5,454 名となり目標を達成している。【NO,22】 ５ 

● 中期計画数値目標に上げるオープンキャンパス参加者高校生数は、夏季 936 名、秋季

217 名となり年度計画目標数値夏季 832 名、秋季 172 名を上回るとともに、法人化前よ

り約 2割の増加となっている。【NO,23】 ４ 

● 高校訪問においても中期目標に掲げる年間累計 400 校を確実に達成し、全国 413 校の

高校訪問を実施している。また、出前講座の開催や学生メッセンジャーの制度整備に向

けた在学生への募集など、積極的に入学志願者確保に努めている。【NO,24】３ 

● 企業への就職対策の拡充として、キャリア形成論通年 1コマの開講、また、就職対策

● 以下に掲げる計画の進捗状況はやや遅れている状況にあるため、今後の取り組み

を期待する。 

・ アドミッション・ポリシーに対する取り組み【NO,1】【NO,14】３ 

・ 課外活動に対する顧問のあり方についての検討【NO,10】２ 

・ 卒業生への授業内容に関するアンケート調査の実施【NO,19】２ 
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講座として教員講座 27 回、公務員講座 25 回、企業講座 21 回を開催することにより、1

年次から 4年次にわたる計画的なキャリア教育が実施されている。【NO,31】３ 

● 大学の特色としてのＳＡＴの取り組みは、延べ参加学生数 281 名で目標数値 245 名を

達成することができた。【NO,36】 ４ 

● 「教職実践演習」に係るポートフォリオ（履修カルテ）の導入については、研究会の

立ち上げにより、出張調査を実施するなど、確実な取り組みが認められる。22 年度に

おいては、その実践に向けその有効性を十分に生かした取り組みとなるよう期待する。

【NO,37】４ 

● 多様な授業形態の検討として、平成 22 年度にｅ－ランニングを導入することが決定

している。有効な活用を期待する。【NO,48】３ 

 

 

 

 

 

ウ 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

● 教員配置計画が策定され、学長から教育研究審議会に提示がされた。これに基づき公

募にて教員採用が実施されたことは、中長期的な展望に立った適正な人事配置の新たな

取組として評価される。今後も機能的な教育研究組織の確立に向け、積極的な取り組み

を期待する。【NO,49】４ 

● 様々な教育研究成果の収集・保管・発信に向け、機関リポジトリ構築について検討が

なされ、平成 22 年度の導入が決定し中期計画の内容が確実に実践されることとなってい

る。【NO,55】３ 

● 留学枠の拡充や、ハワイ大学への短期語学研修の開始など、留学制度の充実が図られてい

る。また、フィールドワーク中の安全対策についても総合保険制度への加入や、渡航制限ガイド

ラインの策定など年度計画を十分に達成している。【NO,58】３【NO,59】 ４ 

● 以下に掲げる中期計画の進捗状況はやや遅れている状況にあり、今後の取り組み

を期待する。 

・ 外国人留学生に対する広報活動【NO,27】２ 

・ 資格取得科目の拡大・充実【NO,32】２ 

・ 

大学院生の進路希望等に応じたカリキュラムの改善【NO,40】 

・大学院の活性化策と合わせたＲＡの活用【NO,45】 
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エ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

● 生活相談、学習相談に関する取り組みについては、学生に対するカウンセリングへの

教務学生相談員の配置や心理相談員の 1日 2名体制での配置、ケース毎の学生担当リ

ーダーの対応、また、産業医の任命、教員による個別指導体制の整備など年度計画に

ついて十分にその成果を達成している。【NO,68】【NO,69】【NO,70】４ ３ 

● 就職支援に関する取組みとして、通年で 1コマキャリア形成論を実施するほか、教員

27、公務員 25、企業 21 講座を開設している。また、就職アドバイザーの充実や一部

専攻ではインターンシップの必修化を図るとともに、同窓会との連携により模擬面接

会、教員志望者特別講座等を実施するなど様々な面からのサポート体制の充実に取り

組んでいる。本年度においては、就職率が社会状況の影響も受け 76.8％と年度の目

標値の 81.5％を 4.7 ポイント下回ることとなったが、これらの取り組みをさらに充

実し、一人ひとりの学生のニーズにこたえられるきめ細かい就職支援体制の整備を期

待する。【NO,73】【NO,74】【NO,75】【NO,76】３ 

● 奨学金情報の窓口一元化や平成 22 年度から授業料減免枠の拡大（前年比 1.5 倍）

を決定するなど、学生への経済的支援体制の強化が図られている。【NO,80、81】４ 

● 学生の主体的活動を支援するためのシステムとして、平成 21 年度から「学生チャ

レンジプロジェクト」として補助金交付制度が新たに構築され、5件が採択され、大

学の特色として地域の話題となるなど大きな成果を上げたことは評価できる。

【NO,84】４ 

● 以下に掲げる計画の進捗状況はやや遅れている状況にあるため、今後の取り組み

を期待する。 

・ 授業評価アンケートを実施【NO,52】関連項目【NO,66】３ 

・ 貴重資料のデジタル化【NO,54】２ 

・ 卒業生の就職後の意識調査【NO,65】２ 



 

 

- 9 - 

● 全国大会等で活躍をした学生に対する学長表彰制度の創設により、平成 21 年度に

おいて合唱団、児童文化研究会、陸上部 2名、空手部 1名が表彰されるなど、学生の

向上心を促す取り組みが実施されている。【NO,85】３    

 

 

 

 

 

 

 

 

● 以下に掲げる中期計画の進捗状況はやや遅れている状況にあり、今後の取り組

みを期待する。 

・ キャリアサポート室のセンター化【NO,73】２ 

・ 卒業生の就職後の意識調査の実施、分析・検討【NO,77】２ 

・ ＲＡ制度導入に向けた調査研究【NO,82】２ 

・ 大学院の活性化策と合わせたＲＡの活用【NO,45】２ 

・ オフィスアワーの実施【NO,71】３ 
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② 研究の質の向上に関する事項 

ア 研究水準及び研究の成果等に関する目標
イ 研究実施体制等の整備に関する目標

評点 評点別項目数 項目構成比

5点 0 0.0%

4点 1 6.3%

3点 14 87.5%

2点 1 6.3%

1点 0 0.0%

合計 16 100%

ｂ 3.0

小項目評価
大項目評価 評点平均値

 

ア 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

● 各研究者が多様な学問分野において、科学的で優れた研究成果を生み出すことがで

きるよう、その取り組みとして、学術研究費等交付金として学内交付金の整備が図ら

れた。207 名の該当があり、重点領域研究、特別教育研究等の実施がなされた。【NO,86】３ 

● 地域研究などの分野として、「教育現場が抱える現代的課題」を重点研究領域とし、

取り組みが行われるなど、研究の成果を学生や社会、地域に還元する成果があげられ

てきている。今後もますますこの取り組みを強化していくことが、大学の魅力のひと

つとなる。【NO,89】【NO,90】【NO,91】３ 

 

イ 研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

● 研究費配分システムの構築については、重点領域研究費、特別教育研究費、若手教

員研究促進費、外部資金獲得インセンティブ経費などを創設し、教員の研究に対する

支援が実施されており、年度計画の検討・調査の取り組みを十分に達成している。

【NO,100】３→４ 

 

 

 

 

 

● 以下に掲げる中期計画の進捗状況はやや遅れている状況にあり、今後の取り組み

を期待する。 

・ 大学院生のＲＡ制度の導入の検討【NO,92】２ 

・ 科学研究費の申請率の向上【NO,97】３  
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③ 地域社会への貢献に関する事項 

ア 「教育首都つる」の推進に関する目標
イ 教育機関との連携に関する目標
ウ 地域社会との連携に関する目標
エ 国際交流の推進に関する目標

評点 評点別項目数 項目構成比

5点 1 2.6%

4点 11 28.2%

3点 27 69.2%

2点 0 0.0%

1点 0 0.0%

合計 39 100%

ｂ 3.3

小項目評価
大項目評価 評点平均値

 

ア 「教育首都つる」の推進に関する目標を達成するための措置 

● 地域問題へ関わる中、その成果について広く地域社会へ還元することを目的として、現在、

様々な媒体を通じ市内外でその実績について成果が発表できている事は、大変評価できる。 

 今後とも、地域に関わる中で課題を発見し、大学の教育研究組織を通じて、課題解決 

に結びつけていく体制の構築が望まれる。 

また、本年度は、地域交流研究センターの体制を充実させるべく、地域交流研究セン

ターの外部委員に市民代表者 1名を加え地域貢献策について検討を進めている。今後も

更なる充実により、地域へ還元できる有効な研究内容の実践を期待する。【NO,101】３ 

 

イ 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

● ＳＡＴへの取り組みについては、年度目標である派遣人数 245 人に対し、281 人の実績を上

げている。現職教員を対象とした公開講座の開催では、52 名が参加し、山梨県地域教育フォ

ーラムについては、教員 7 名がアドバイザーとして参加している。また、地域教育相談について

も、相談件数の目標値を十分達成することができている。【NO,103】【NO,104】４ 

● 学校インターンシップについては、八王子市へ 6名、笛吹市 9名、富士吉田市 1名、大月市

へ 4名の計 20 名を派遣し、年度計画の 10 名を十分上回ることができた。【NO,105】５ 

● 地域イントラネットを活用した市内小中学校との遠隔授業が試行実施され、今後の実

践的取り組みについて期待ができる。【NO,106】３ 
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● 学校教育現場の意見交換の場として、ＳＡＴ運営委員会、教育実習運営協議会が定期

的に開催されているが、今後は地域教育課題を取り上げた意見交換の機会を設け、実践

的課題について教育現場と協働で研究するなど、更なる発展的な意見交換の場の構築を

期待する。【NO,108】３ 

● 教員免許更新制実施体制の充実に向け、平成 21 年度から学生課内に教職担当が設置さ

れている。【NO,109】３ 

 

ウ 地域社会との連携に関する目標を達成するための措置 

● 県民コミュニティカレッジ 4 講座の開講、また、夏休みに市内小学生親子を対象とし

て理科教室を開催するなど、市民を対象とした学習機会の提供では、一定の実績を上げ

ている。また、市民・学生・教職員の交流を目的とした、本学教員による文大名画座の

４回の開催や「つる子どもまつり」への支援を行った。【NO,112】【NO,114】３ 

● 大学施設の市民開放については、施設貸出件数24件であり、年度目標値の10件以上を大

きく上回っている。また、市民への図書貸し出し冊数についても目標の350件上回る377件で、

徐々にではあるが増加の傾向となっており、安定した成果が見られる。【NO,113】４→５ 

● まちづくり事業に関する取り組みでは、教員の都留市行政委員への参画が推進され、現在 4

名の教員が各種委員会・会議等のメンバーに加わっている。また、昨年11月には、法人化後の

大学について、市議会と法人役員との意見交換会が実施されている。【NO,116】３ 

 

エ 国際交流の推進に関する目標を達成するための措置 

● 海外の大学との人的交流を推進するため、カリフォルニア大学との交換留学枠の拡大

が図られた。また、21 年度からハワイ大学への短期語学留学が開始され、14 名の学生が

参加した。【NO,118】３ 

● 市主催のふれあい俳句大会への留学生の出品を促し、2 名が入賞している。また八朔

祭り、信玄公祭りに留学生が参加し、市民、県民との交流を深めている。【NO,121】４ 
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④ 業務運営体制の改善及び効率化に関する事項 

 

ア 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

● 理事長・学長のリーダーシップを発揮するための機能的組織の構築として、法人組織

に、理事会、経営審議会、教育研究審議会、常任理事会、法人連絡会議等が設置され、

理事長・学長を補佐する体制が整った。【NO,123】４ 

● 学外有識者の登用により、大学運営を活性化することができた。【NO,129】【NO,130】

【NO,131】４ 

● 監査室職員の研修については、検討中となっており、実施に至っていないが、独自の

研修会の実施により適正な監査業務の充実が図られことを期待する。【NO,134】３ 

 

 

 

 

イ 教育組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

● 教員養成系の大学としては、近年の教職大学院のあり方についての動向など、国の政

策決定状況の影響を受けることが多く、大学の教育研究のあり方を決定する上でも、大

変不安定である状況がうかがえる。この状況から、学部・学科・研究科の在り方につい

ては、政権交代等による制度変更、文部科学省の動向等を注視する中、状況把握に努め

ていることは望ましい。【NO,135】３ 

ア 運営体制の改善
イ 教育組織の見直しに関する目標
ウ 人事の適正化に関する目標
エ 事務等の効率化・合理化に関する目標

評点 評点別項目数 項目構成比

5点 0 0.0%

4点 11 30.6%

3点 24 66.7%

2点 1 2.8%

1点 0 0.0%

合計 36 100%

ｂ 3.3

小項目評価
大項目評価 評点平均値

● 以下に掲げる計画の進捗状況はやや遅れている状況にあるため、今後の取り組みを 

期待する。 

・ 理事長、学長の諮問機関の設置【NO,131】２ 
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● 附属機関の在り方については検討・見直し中であり、センター充実のため特任教員を

保健センターに 1 名、地域交流研究センターに 2名採用し平成 22 年度から配置すること

とするなど、一定の成果をあげている。【NO,136】３ 

 

ウ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

● 教職員の人事計画（6 年間）が策定された。これにより、法人のプロパー職員の採用

を促し、市と協議のうえ派遣職員は段階的に縮小することとされている。【No,141】

【NO,143】４ 

● 教員の人事については、規程を整備し教育研究審議会で審議し、理事会で決定するこ

とができた。ただし、教員評価についてはＦＤ委員会主催により研修会を実施したが、

取り組みが消極的に感じられるため、今後の積極的な取り組みに対し、更なる努力を期

待する。【NO,138】４ 

● 任期制の導入にあっては、平成 21 年度中は検討をするとなっていたが、国文学科で公

募選考により、特任教員が採用されるなど、多様な雇用形態への取り組みに向け計画を

進めることができたのは評価できる。【No,140】４ 

● 計画的な大学職員の採用では事務職員の採用について、2 名のプロパー職員の採用を

予定し合格者を決定したが都合により 2 名とも辞退となった。平成 22 年度においては、

積極的な取り組みにより、確実な人材の確保を期待する。【NO,142】３ 

● 学生の定期健康診断受診率は 80.2％であり、教員受診率については 68.0％となってい

る。今後も受診率の向上に努められたい。【NO,148】３ 

● 教職員及び学生を対象としたＡＥＤ講習会が開催された。学生は体育会を中心に参加

者が多く得られているが、全学的な取組を期待する。【NO,149】３ 

 

エ 事務の効率化･合理化に関する目標を達成するための措置 

● 事務職員の専門性を高めるため、ＳＤ活動の一環として財務会計研修・給与人事研修

などが開催され、延べ 20 名の参加となっている。職員一人ひとりが、大学経営のプロと
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して機動的な事務執行にあたることができるよう、今後も積極的な取り組みを期待する。

【NO,150】３ 

● 外部への業務委託を活用し、平成 22 年度において準備ができ次第、附属図書館の休日

開館を決定したことは、学生への教育研究環境の充実を図る上で大変評価できる。常に

学生のニーズ、社会のニーズに応えられるよう、費用対効果を考慮しつつ運営方法の向

上に努められたい。【NO,152】３ 

● 事務組織の見直しに関する取組として、事務の平準化、集中化を図ることを目的とし

て、調査研究班が設置されている。また、各担当の業務量に応じた人員配置をするとと

もに、学生課に教職担当を新たに設置するなど、適正な事務体制の確立に向け努力して

いると判断できる。【NO,153】３ 
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⑤ 財務内容の改善に関する事項 

 

ア 運営交付金に関する目標を達成するための措置 

● 運営費交付金の範囲内で、自主的、自律的な運営の実施がされた。【NO,154】３ 

 

イ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

● 授業料等学生納付金については、社会情勢等を見定めた、適正な金額となっていると

判断できる。【NO,155】４ 

● 科学研究費の申請率は、42%であり目標の 55%に対し、76%の達成率となったが、科研

費研修会の開催やインセンティブ経費を設け申請を促すなど、申請率を高めるための努

力が認められる。今後の成果に期待する。【No、157】３ 

 

ウ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

● 学内に経営効率化プロジェクトチームが設置され、経費削減計画の策定、業務の合理

化について検討を重ねているが、今後は決定事項の実践により、今後確実な成果が挙げ

られることを期待する。【NO,160】【No,162】３ 

● 図書館図書購入と研究室図書購入について区分けの基準を制定し、業務の合理化につ

なげている。【NO,162】３ 

ア 運営費交付金に関する目標
イ 自己収入の増加に関する目標
ウ 経費の抑制に関する目標
エ 資産の運用管理の改善に関する目標
オ 剰余金の適切な活用に関する目標

評点 評点別項目数 項目構成比

5点 0 0.0%

4点 1 6.3%

3点 15 93.8%

2点 0 0.0%

1点 0 0.0%

合計 16 100%

ｂ 3.1

小項目評価
大項目評価 評点平均値
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エ 資産の運用管理に関する目標を達成するための措置 

● 固定資産使用規程の整備により、施設の有効利用を図ることができている。【NO,163】３ 

● 定期預金による資金運用の実施により安全かつ効率的な資産の運用管理が実施されて

いる。【NO,165】３ 

 

オ 剰余金の適切な活用に関する目標を達成するための措置 

● 経営効率プロジェクトチームの設置により、経常経費の節減に努め、その成果として

施設管理経費を前年比 6％減に縮減することができた。【NO,166】３ 



 

 

- 18 - 

⑥ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する事項 

評点 評点別項目数 項目構成比

5点 0 0.0%

4点 1 25.0%

3点 3 75.0%

2点 0 0.0%

1点 0 0.0%

合計 4 100%

ｂ 3.3

小項目評価
大項目評価 評点平均値

 

● 平成 22 年度の大学基準協会の認証評価に向けた自己点検評価が実施され、進捗は順調

である。【NO,168】【NO,169】【NO,170】４ 
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⑦ その他業務運営に関する重要事項 

   

ア  施 設 設 備 の 整 備 ・ 活 用 等 に 関 す る 目 標
イ  安 全 管 理 に 関 す る 目 標
ウ  情 報 公 開 等 の 推 進 に 関 す る 目 標
エ  環 境 へ の 配 慮 に 関 す る 目 標

評 点 評 点 別 項 目 数項 目 構 成 比

5 点 0 0 . 0 %

4 点 9 3 9 . 1 %

c 3 点 9 3 9 . 1 %

2 点 5 2 1 . 7 %

1 点 0 0 . 0 %

合 計 2 3 1 0 0 %

小 項 目 評 価
評 点 平 均 値大 項 目 評 価

3.2

 

ア 施設設備の整備・活用に関する目標を達成するための措置 

● 施設の効率的な維持管理については、計画的な整備が実施され、美術棟耐震補強工事

実施のほか、小規模修繕も効率的に行われ順調に進捗している。【NO,172】４ 

● 授業でビオトープ管理の基礎を学ぶなど、図書館前ビオトープの保全活用に取り組ん

でいるとともに、市民対象の観察会の実施など大学の特色となる地域貢献に結び付けた

取り組みを行うことは評価できる。【NO,173】４ 

● 学生食堂については、平成 22 年度の施設のリニューアルとともに、メニューや料金な

どについても学生の意見を反映して、快適な学生生活提供に向けた努力が行われている。

【NO,177】３ 

 

 

 

 

イ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

● 防災・防犯対策については、学生及び教職員を対象に防災訓練・ＡＥＤ講習について

年度計画に沿って実施されている。教員参加者の増が課題とのことであるが、今後も引

き続き安全・安心なキャンパスを目指し、対策を講じられたい。【NO,179】４ 

● 以下に掲げる計画の進捗状況はやや遅れている状況にあるため、今後の取り組みを 

期待する。  

・ 学生の休憩室・学習室の整備【NO,179】２ 
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ウ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

● 情報公開については、年度計画の情報公開規程及び個人情報保護規程につては、市の

規程に基づき、すでに策定されているとのことであり、今後はこれらの規定の適正な運

用に努められたい。【NO,181】３ 

 

 

 

 

 

エ 環境への配慮に関する目標を達成するための措置 

● 市環境基本計画に準拠し CO2削減に向けた取り組みが進められ、CO2の削減個別目標値

の設定がなされ年度計画が達成されている。今後はこの目標値の達成に向け、循環型社

会の実現に寄与する積極的な活動を期待する。【NO,186】３ 

● 廃棄物処理については、分別の徹底が図られるとともに、収集業者に委託し適切な処

理が行われている。【NO,187】４ 

● 資源の再利用に向けた取り組みとして、学生卒業時の不用品リサイクル活動のための

場所の提供が行われていることは、学生の環境意識の向上の上で大変好ましい。また、

学生・市民向け環境教育として、地域交流研究センター主催のフォーラム「持続可能な

社会とフィールド・ミュージアム」が開催されるなど、対外的取り組みにも積極的な活

動が見られ、環境教育が大学の特色の一つであるとアピールでき、今後のさらなる取り

組みの充実を期待する。【NO,189】【NO,190】４ 

● 以下に掲げる計画の進捗状況はやや遅れている状況にあるため、今後の取り組みを 

期待する。 

・ 個人情報の保護に関する研修会の実施【NO,183】２ 

・ 情報セキュリティマニュアルの作成【No,184】２ 

● 以下に掲げる計画の進捗状況はやや遅れている状況にあるため、今後の取り組みを 

期待する。 

・ 人権侵害を防止するための全学的な取り組み【No,180】２ 
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３ 法人による自己評価結果と異なる評価を行った事項       〔2 項目〕 

② 研究の質の向上に関する事項 

   イ 研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 【NO,100】 ３ → ４ 

③ 地域社会への貢献に関する事項 

ウ 地域社会との連携に関する目標を達成するための措置 【NO,113】４ → ５ 

 

Ⅷ  法人に対する勧告 

   特になし 

 

Ⅸ  法人からの意見の申し出とその対応 

   平成 22 年 8 月 9 日に評価書原案を法人に提示し意見照会を行った結果、8 月 11 日付けで、

「意見はない」旨回答があったことから、評価書原案を評価書として確定した。 

 

Ⅹ  項目別評価結果総括表 

（別表のとおり） 

 

 

注１：「７ 評価の結果 (1)総合的な評定」欄には、全体評価に係る評定及びその理由を 

記載する。 

注２：「７ 評価の結果 (2)概況」欄には、当該年度の法人の業務運営における特徴的な 

事項、長所、問題点等に関し、評価の目的を達成するため、説明を付すことが適当 

と判断した事項、特記することが適当と判断した事項等について記載する。 

注３：「法人に対する勧告」は、法人に対し必要な措置を求める必要があると判断した 

事項について記載する。

● 以下に掲げる計画の進捗状況はやや遅れている状況にあるため、今後の取り組みを 

期待する。 

・ 廃棄物削減計画策定の策定【NO,188】２ 



 

 

- 2
2

 - 

別表 項目別評価結果総括表 

 

 

2 32 84 13 0 131 1.5 24.4 64.1 9.9 0.0 100.0

0 10 20 2 0 32 0.0 31.3 62.5 6.3 0.0 100.0

1 6 26 6 0 39 2.6 15.4 66.7 15.4 0.0 100.0

0 6 22 2 0 30 0.0 20.0 73.3 6.7 0.0 100.0

1 10 16 3 0 30 3.3 33.3 53.3 10.0 0.0 100.0

0 2 13 1 0 16 0.0 12.5 81.3 6.3 0.0 100.0

0 0 7 0 0 7 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

0 2 6 1 0 9 0.0 22.2 66.7 11.1 0.0 100.0

2 10 27 0 0 39 5.1 25.6 69.2 0.0 0.0 100.0

0 0 1 0 0 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

1 4 9 0 0 14 7.1 28.6 64.3 0.0 0.0 100.0

1 3 12 0 0 16 6.3 18.8 75.0 0.0 0.0 100.0

0 3 5 0 0 8 0.0 37.5 62.5 0.0 0.0 100.0

0 11 24 1 0 36 0.0 30.6 66.7 2.8 0.0 100.0

0 7 7 1 0 15 0.0 46.7 46.7 6.7 0.0 100.0

0 0 2 0 0 2 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

0 4 10 0 0 14 0.0 28.6 71.4 0.0 0.0 100.0

0 0 5 0 0 5 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

0 1 15 0 0 16 0.0 6.3 93.8 0.0 0.0 100.0

0 0 1 0 0 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

0 1 5 0 0 6 0.0 16.7 83.3 0.0 0.0 100.0

0 0 4 0 0 4 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

0 0 3 0 0 3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

0 0 2 0 0 2 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

0 1 3 0 0 4 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0 100.0

0 9 9 5 0 23 0.0 39.1 39.1 21.7 0.0 100.0

0 3 3 1 0 7 0.0 42.9 42.9 14.3 0.0 100.0

0 3 2 1 0 6 0.0 50.0 33.3 16.7 0.0 100.0

0 0 3 2 0 5 0.0 0.0 60.0 40.0 0.0 100.0

0 3 1 1 0 5 0.0 60.0 20.0 20.0 0.0 100.0

単純合計（ウェイト非考慮） 4 66 175 20 0 265 1.5 24.9 66.0 7.5 0.0 100.0

0.8 20.5 73.8 4.9 0.0

注：大項目及び単純合計には最小項目記載事項の再掲は含まない。一の大項目内に再掲があり、計が一致しない場合は、備考欄に注記する。

0.2

100.0

100.0

80.04　環境への配慮に関する目標を達成するための措置

100.0

100.0

c

b

100.0

100.0

100.0

0.05

100.0

5

5

6

3

60.0

0.05

第７　その他業務運営 19 23

1　施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

190 265 92.5

3.4

3.2

83.3

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
　　（大項目）
　
　　　　　　（中項目）

中期計画
項目数

 
　　　①

最小単位別
評価の対象
項目数（年
度計画項目

数）
　　②

1　研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

13185

32

30

30

16

第１　教育の質の向上

1　運営費交付金に関する目標を達成するための措置

2　研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

5　剰余金の適切な活用に関する目標を達成するための措置

第５　財務内容の改善

1　「教育首都つる」の推進に関する目標を達成するための措置

第２　研究の質の向上

第３　地域社会への貢献

備 　 考計

　⑧

最小単位別評価の評点の内訳(個数）

85.7

3点以上
の評点が
占める割
合
  　⑯

計

　
⑮

78.33.2

0.2

0.2

0.2

0.1

5点

⑩

大項目の
ウエイト
　

　　　⑱

大項目別
評　　価
（評定）

 
　⑰

1点

⑭

最小単位別評価の評点の内訳(構成割合(％））

4点

⑪

3点

⑫

2点

⑬

19

39

18

1　教育の成果に関する目標を達成するための措置

2　教育内容等に関する目標を達成するための措置

3　教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

4　学生への支援に関する目標を達成するための措置

27

21 3.3

3.1

3.1

3.3

3.3

3.1

3.0

3.4

第６　自己点検・評価及び当該条項
　　　　に係る情報の提供

4 4

最小単位
別評価の
評点平均

値
 ⑨

3.2

1点

⑦

5点

③

4点

④

3点

⑤

2点

⑥

2

84.6

93.3

90.0

93.8

97.2

100.0

3.0

3.1

3.4

3　情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

4　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

2　自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

3　経費の抑制に関する目標を達成するための措置 4

6

100.0

4　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

2　教育機関との連携に関する目標を達成するための措置

93.8

2　安全管理に関する目標を達成するための措置

4　国際交流の推進に関する目標を達成するための措置 

3　地域社会との連携に関する目標を達成するための措置

1　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

2　教育組織の見直しに関する目標を達成するための措置

3　人事の適正化に関する目標を達成するための措置

第４　業務運営体制の改善及び効率化

9

9

21

b90.1

b

1

16

7

15

6

1

1

36

b

b

100.0

100.0

b

93.3

100.0

88.9

100.0

100.0

100.0

3

3.3

3.0

5

3.3

6

2

3.0

3.2

3.0

3.0

4

32

14

3.415

14

3.0

3.3

3.0

16

7

3.1

9

39

1

14

8 3.4

3.3

5

3

13

2

13

4

3

5

2

1.00全　体　評　価 3.2 95.1 B

5

7

3.3

2.6



 

 

 

 


